
証券コード　4781
平成27年６月９日

株 主 各 位
東 京 都 新 宿 区 新 宿 一 丁 目 3 1 番 1 2 号

日 本 ハ ウ ズ イ ン グ 株 式 会 社
代表取締役社長 小 佐 野     台

第51期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第51期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげま
す。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６
月25日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区新宿一丁目35番10号

カテリーナ新宿御苑（第三清水ビル）３階　当社会議室
（末尾のご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第51期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第51期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案
第３号議案

取締役８名選任の件
監査役４名選任の件

以　上

（１）当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

（２）代理人による議決権の行使を行う場合は、当社定款の定めに基づき、議決権を行使することができる他の株主１名が、代理権を

証明する書面を当社にご提出いただくことが必要です。

      また、代理権を証明する方法として、委任者の記名押印のある委任状に加え、以下のいずれかの書類をご提出いただくことが

必要です。

①当社から委任者に送付された議決権行使書用紙

②委任者の印鑑登録証明書（この場合、委任状には印鑑登録証明書の登録印の押印が必要です。）

③委任者の運転免許証、各種健康保険証等委任者の住所、氏名の確認ができる公的証明書の写し

（３）株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

（アドレス　http://www.housing.co.jp/）に掲載させていただきます。

（４）当日は、節電への取組みとして、会場の空調温度を28度に設定させていただきますのでご了承ください。

　　　これに伴い、当社は軽装にて対応させていただく場合がありますので、併せてご了承くださいますようお願い申しあげます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度の我が国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により個人消費の低迷は

見受けられたものの、政府における経済政策、日銀の金融政策の効果により、円安・株高基調が継続し、

雇用・所得環境も改善するなど緩やかな回復基調が続いております。一方、新興国の景気減速や円安によ

る原材料費の上昇など先行きに懸念材料を残す状況となっております。

このような状況のもと、当社グループは平成25年５月に公表した中期経営計画の計数目標の達成に向け、

管理ストックの拡充に注力するとともに、大規模修繕工事を中心とした営繕工事についても積極的に受注

を進めてまいりました。また、業容拡大の基盤である人材につきましては、獲得競争が激しくなるなか積

極的な採用活動に注力いたしました。

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は84,691百万円（前期比6.9％増）、営業利益は4,982百万

円（前期比2.6％増）、経常利益は4,992百万円（前期比3.6％増）、当期純利益は2,849百万円（前期比

9.1％増）となり、過去 高益を更新いたしました。

事業別の状況は、次のとおりであります。

(1) マンション管理事業

　マンション管理事業につきましては、他社との受注競争が激しさを増しているなか、前期より強化

を進めてきた営業体制による組織的な情報収集や営業展開に注力し、当連結会計年度におきましても

管理戸数の増加を果たすことが出来ました。一方で、増加する管理ストックに対応するための人員の

採用についても、積極的に進めてまいりました。

　国内における当連結会計年度末の管理戸数は期中に14,771戸増加し、410,948戸となりました。ま

た、海外を含めたグループ全体の管理戸数合計は、501,538戸となりました。

　その結果、売上高は41,597百万円（前期比5.1％増）、営業利益は4,112百万円（前期比0.8％減）と

なりました。
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(2) ビル管理事業

　ビル管理事業につきましては、厳しい事業環境が継続するなか、国内においては前期に株式を取得

した山京ビルマネジメント株式会社及び山京商事株式会社が期初より寄与したことに加え、グループ

各社において相互に顧客紹介を行う等のシナジー効果の発現に注力し、収益を伸ばすことが出来まし

た。さらに、中国においても受注等が堅調に推移したことにより、大幅な増収増益となりました。

　その結果、売上高は8,072百万円（前期比29.6％増）、営業利益は622百万円（前期比41.1％増）と

なりました。

(3) 不動産管理事業

　不動産管理事業につきましては、既存オーナーへの営業活動を進め、建物管理を中心とした管理ス

トックの拡充を果たせたのと同時に、各オーナーに対する所有不動産の付加価値を高める提案営業が

奏功し、増収増益となりました。

　その結果、売上高は4,890百万円（前期比9.3％増）、営業利益は586百万円（前期比17.7％増）とな

りました。

(4) 営繕工事業

　営繕工事業につきましては、大規模修繕工事が好調に推移したことに加え、小修繕工事においても

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動による影響を 小限に抑えるべく、きめ細やかな提案を積

極的に進めたことにより堅調に推移いたしました。その一方で、増加する工事への対応及び品質の向

上を目的とし、技術者の採用を積極的に進めてまいりました。

　その結果、売上高は30,131百万円（前期比4.2％増）、営業利益2,352百万円（前期比0.5％増）とな

りました。

②　設備投資の状況

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、1,458百万円であります。

その主なものは、事業用不動産の取得等であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度の所要資金は、自己資金及び借入金により賄いました。

④　重要な企業再編等の状況

当社は、平成26年５月30日付で、株式会社サーフの発行済株式の70％を取得し、子会社といたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　　分
第 48 期

(平成23年度)
第 49 期

(平成24年度)
第 50 期

(平成25年度)
第 51 期

（当連結会計年度）

売 上 高（百万円） 62,150 70,027 79,197 84,691

経 常 利 益（百万円） 3,593 4,217 4,818 4,992

当 期 純 利 益（百万円） 1,834 2,375 2,612 2,849

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 114.08 147.74 162.49 177.20

総 資 産（百万円） 28,974 31,085 35,818 38,488

純 資 産（百万円） 15,193 17,100 19,064 21,674

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 936.57 1,051.75 1,166.68 1,322.74

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数（自己株式を除く）に基づき算出、１株当たり純資産額は、期末発行済株

式総数（自己株式を除く）に基づき算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

　当社グループは、当社及び連結子会社24社、持分法適用関連会社１社であり、重要な子会社は以下のと

おりです。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

％

日本コミュニティー株式会社 50百万円 100.0 マ ン シ ョ ン 管 理

カテリーナサービス株式会社 30百万円 100.0 マ ン シ ョ ン 管 理

カテリーナビルディング株式会社 20百万円 100.0 不 動 産 管 理

三光エンジニアリング株式会社 25百万円 70.0 営 繕 工 事

株式会社サーフ 20百万円 70.0 営 繕 工 事

山京ビルマネジメント株式会社 10百万円 100.0 ビ ル 管 理

山京商事株式会社 20百万円 100.0 ビ ル 管 理

ハウズイング合人社北海道株式会社 10百万円 51.0 マ ン シ ョ ン 管 理

東京都保全股有限公司 120百万台湾ドル 90.2 マ ン シ ョ ン 管 理

大連豪之英物業管理有限公司 5百万人民元 51.0 ビ ル 管 理

（注）　山京商事株式会社の議決権比率には、当社の間接所有株式の議決権27.5%を含めております。

③　その他

重要な業務提携の状況

相　　　手　　　先 契　　約　　内　　容

株式会社リロ・ホールディング 両社の企業価値の 大化を図ることを目的とする業務提携

株式会社合人社グループ 両社の企業価値の 大化を図ることを目的とする業務提携
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(4) 対処すべき課題

　管理事業の主力であるマンション管理事業につきましては、居住者の管理に対する関心が高まるとともに

管理に対するニーズも多様化かつ高度化しています。また、住生活基本法の制定など、住宅政策は量から質

へと転換し、良好なストック形成の重要性が一段と叫ばれるなか「マンションの資産価値の維持、より良い

住環境の提供」が求められています。今後も、計画的な設備改修など建物長命化のための提案や防犯・防災

対策及び高齢居住者対策の提案など、より充実したサービスの提供により事業強化を図ってまいります。ま

た、リログループとの業務提携を活用し、共用部・専有部の区分にとらわれない総合的な建物管理サービス

を展開してまいります。

　さらに、マンション管理業界ではここ数年Ｍ＆Ａが活発化し、大手管理会社への寡占化が進行しておりま

す。当社企業グループにおきましても、さらなる競争力強化及び収益力向上のため、積極的にＭ＆Ａ案件に

取り組んでまいります。

　ビル管理事業、不動産管理事業は、建物のライフサイクルコストの見直し提案等プロパティマネジメント

の強化や入居率アップのための設備更新提案、リーシング機能の拡充など、マーケット競争力及び営業力の

一層の強化に努めるとともに、コスト見直しをはじめ業務の効率化を図りながら収益力の向上に努めてまい

ります。

　営繕工事業は、建物管理で培ってきた豊富な経験とノウハウを活かし、「管理のプロ」としての視点から、

建物の資産価値の維持向上のため、日常的な小修繕から建物のライフサイクルを考慮した長期的な大規模修

繕まで、総合的な提案力を発揮し、受注増につなげてまいります。

　管理事業は、省エネや地域コミュニティの醸成等さまざまなニーズや課題に対する的確・迅速な対応と、

より良いサービスや提案の実施が求められており、引続き新サービスの開発等に取り組んでまいります。

　また、お客様のご要望にお応えできるよう、現場管理員等の当社直接雇用体制を維持しつつ、組織体制の

強化と定期的、かつ実践的な研修の実施による当社全員のスキル向上に努めてまいります。

　さらに、基幹システム「ハウネット」をはじめ、各種システムによるサポート範囲を拡張するとともに、

業務のプロセス及びデータを連携させることで、安定的に高い品質のサービスを提供する体制の整備を図る

とともに、今後の追加開発も併せて、業務の更なる効率化と経営基盤の一層の強化を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、当社の経営に深いご理解をいただき、今後とも、なお一層のご支援、ご鞭

撻を賜りますようお願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

①　建物の総合管理及び保安警備業務 （マンション管理事業・ビル管理事業・不動産管理事業）

②　不動産の賃貸及び仲介 （不動産管理事業）

③　建築請負工事 （営繕工事業）
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(6) 主要な営業所等（平成27年３月31日現在）

① 当社

本社 東京都新宿区新宿一丁目31番12号

札幌支店 北海道札幌市北区北七条西一丁目１番地５

東北支店 宮城県仙台市若林区新寺一丁目４番５号

北関東支店 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町四丁目262番地16

所沢支店 埼玉県所沢市日吉町14番３号

千葉支店 千葉県船橋市湊町一丁目３番１号

柏支店 千葉県柏市柏一丁目５番11号

東京東支店 東京都江東区木場五丁目６番35号

東京北支店 東京都荒川区西日暮里五丁目14番１号

池袋支店 東京都豊島区池袋二丁目52番８号

渋谷支店 東京都渋谷区渋谷三丁目13番11号

東京南支店 東京都港区芝三丁目24番21号

東京西支店 東京都武蔵野市吉祥寺本町一丁目33番３号

立川支店 東京都立川市錦町三丁目１番16号

町田支店 東京都町田市森野一丁目35番１号

横浜支店 神奈川県横浜市西区北幸二丁目15番10号

横浜北支店 神奈川県川崎市高津区久本三丁目３番２号

湘南支店 神奈川県藤沢市藤沢484番１号

静岡支店 静岡県静岡市葵区伝馬町９番地の10

名古屋支店 愛知県名古屋市東区泉一丁目２番３号

京都支店 京都府京都市下京区四条通高倉東入立売中之町85番地

大阪支店 大阪府大阪市中央区北久宝寺町二丁目５番９号

大阪北支店 大阪府大阪市淀川区西中島六丁目７番８号

神戸支店 兵庫県神戸市中央区八幡通三丁目２番５号

岡山支店 岡山県岡山市北区蕃山町３番７号

広島支店 広島県広島市南区出汐二丁目３番18号

北九州支店 福岡県北九州市小倉北区鍛冶町一丁目１番１号

福岡支店 福岡県福岡市博多区住吉一丁目２番25号

② 子会社及び関連会社

日本コミュニティー株式会社 東京都新宿区新宿一丁目36番12号

カテリーナサービス株式会社 東京都新宿区新宿一丁目36番12号

カテリーナビルディング株式会社 東京都新宿区新宿一丁目18番８号

三光エンジニアリング株式会社 東京都江戸川区松江三丁目９番19号

株式会社サーフ 東京都練馬区羽沢一丁目７番７号

株式会社ＡＫＩコミュニケーション 東京都新宿区新宿一丁目31番12号

山京ビルマネジメント株式会社 北海道札幌市北区北七条西一丁目１番地２

山京商事株式会社 東京都千代田区飯田橋一丁目７番10号

ハウズイング合人社北海道株式会社 北海道札幌市中央区伏見五丁目３番７号

ハウズイング合人社沖縄株式会社 沖縄県那覇市前島二丁目21番13号

東京都保全股有限公司 台湾

大連豪之英物業管理有限公司 中国
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(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

5,829名 189名

（注）　使用人数は就業員数であり、パート等の臨時使用人13,684名（年間の平均人員）は除いております。

②　当社の使用人の状況

区 分 使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

本 社 員 1,597名 105名 35.8歳 6.9年

準 社 員 3,749 41 61.8 4.8

合 計 5,346 146 54.1 5.4

（注）　使用人数は就業員数であり、パート等の臨時使用人5,843名（年間の平均人員）は除いております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 731百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 539

株 式 会 社 北 陸 銀 行 327

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 302

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 298

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 50,000,000株

②　発行済株式の総数 16,080,000株

③　株主数 773名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 リ ロ ・ ホ ー ル デ ィ ン グ 5,377,000株 33.44％

株 式 会 社 合 人 社 グ ル ー プ 3,102,500 19.29

小 佐 野 投 資 株 式 会 社 1,661,500 10.33

株 式 会 社 カ テ リ ー ナ ・ フ ァ イ ナ ン ス 1,163,300 7.23

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 800,000 4.97

小 佐 野 　 　 　 台 472,600 2.93

日 本 ハ ウ ズ イ ン グ 従 業 員 持 株 会 399,100 2.48

永 　 井 　 枝 　 美 345,000 2.14

小 佐 野 　 　 　 弾 213,200 1.32

吉 野 具 美 204,300 1.27

（注）　持株比率は自己株式（1,689株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地　　位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 小 佐 野 　 　 　 台

取 締 役 谷 渕 達 雄

専務執行役員（管理事業本部長)、
山京ビルマネジメント株式会社代表取締役会長、
山京商事株式会社代表取締役会長、
東京都保全股份有限公司董事、大連豪之英物業管理有限公司董事

取 締 役 横 川 武 範
専務執行役員、カテリーナビルディング株式会社代表取締役社長、
東京都保全股份有限公司董事

取 締 役 吉 田 裕 幸 常務執行役員（経営企画部長）、カテリーナビルディング株式会社取締役、
株式会社合人社計画研究所取締役、東京都保全股份有限公司董事長

取 締 役 小 佐 野 　 　 　 弾 常務執行役員（本社事業部長）

取 締 役 門 田 　 康
株式会社リロ・ホールディング専務取締役、
株式会社リロ・フィナンシャル・ソリューションズ代表取締役

取 締 役 東 　 裕 高

株式会社合人社グループ取締役、株式会社合人社計画研究所常務取締役、
合人社エンジニアリング株式会社代表取締役社長、
合人社シティサービス株式会社取締役、合人社FGL株式会社取締役、
株式会社ダイイチ合人社建物管理代表取締役社長、
パナホーム・合人社コミュニティ株式会社代表取締役

取 締 役 岩 尾 英 志
株式会社リロ・ホールディング取締役、株式会社ナカミチ取締役、
株式会社リレーション取締役、株式会社リロパートナーズ取締役、
有限会社ワイティ取締役

常 勤 監 査 役 谷 口 眞 一

常 勤 監 査 役 越 後 屋 　 壽 　 重

監 査 役 古 田 　 十 公認会計士、ＡＧＳ税理士法人代表社員

監 査 役 池 田 明 彦

（注）１．取締役門田康氏、東裕高氏、岩尾英志氏は、社外取締役であります。

２．監査役谷口眞一氏、古田十氏、池田明彦氏は、社外監査役であります。

３．監査役古田十氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．監査役古田十氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 7名 121百万円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4
(3)

18
(14)

合 計 11 140

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成22年６月29日定時株主総会において、年額300百万円（ただし、使用人分給与は含まない）、監

査役の報酬限度額は、平成11年６月23日定時株主総会において、年額100百万円と決議いただいております。

３．社外取締役３名については、報酬は支払っておりません。

４．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額5百万円（取締役５名に対し5百万円）。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者として重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役門田康氏は、株式会社リロ・ホールディングの専務取締役で、同社は当社の筆頭株主であり、当社と同社は業務提携

契約を締結しております。また、株式会社リロ・フィナンシャル・ソリューションズ代表取締役であります。なお、当社と

当該他の法人との間には特別な関係はありません。

・取締役東裕高氏は、株式会社合人社グループの取締役で、同社は当社の主要株主であり、当社と同社は業務提携契約を締結

しております。また、株式会社合人社計画研究所常務取締役、合人社エンジニアリング株式会社代表取締役社長、合人社シ

ティサービス株式会社取締役、合人社ＦＧＬ株式会社取締役、株式会社ダイイチ合人社建物管理代表取締役社長、パナホー

ム・合人社コミュニティ株式会社代表取締役であります。なお、当社と当該他の法人との間には特別な関係はありません。

・取締役岩尾英志氏は、株式会社リロ・ホールディングの取締役で、同社は当社の筆頭株主であり、当社と同社は業務提携契

約を締結しております。また、株式会社ナカミチ取締役、株式会社リレーション取締役、株式会社リロパートナーズ取締

役、有限会社ワイティ取締役であります。なお、当社と当該他の法人との間に特別な関係はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役古田十氏は、ＡＧＳ税理士法人代表社員であります。なお、当社と当該他の法人との間には特別な関係はありませ

ん。

ハ．当事業年度における主な活動状況

区 分 ・ 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 門田　　康
当事業年度に開催された取締役会14回すべてに出席し、経営者としての豊富な経験と認識か

ら、議案の審議等について、発言を行っております。

取締役 東 　  裕 高
当事業年度に開催された取締役会14回のうち12回に出席し、経営者としての豊富な経験と認識

から、議案の審議等について、発言を行っております。

取締役 岩尾　英志
平成26年６月27日の就任以降に開催された取締役会11回すべてに出席し、経営者としての豊富

な経験と認識から、議案の審議等について、発言を行っております。

監査役 谷口　眞一

当事業年度に開催された取締役会14回、監査役会14回すべてに出席し、常勤監査役として主に

ガバナンスのあり方と運営状況を確認し、経営戦略や財務、ガバナンスなど幅広い事項につい

て、発言を行っております。

監査役 古田　　十

当事業年度に開催された取締役会14回のうち12回に出席、監査役会14回のうち12回に出席し、

公認会計士としての専門的見地から、会計基準及び会計処理等について発言を行っておりま

す。

監査役 池田　明彦
当事業年度に開催された取締役会14回、監査役会14回すべてに出席し、会計基準及び会計処理

等について発言を行っております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社定款において会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役の当社に対する損害賠償責任を法令が定

める範囲で免除することができる旨を定めておりますが、契約は締結しておりません。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 41百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 41

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分し

ておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額は合計額で記載しております。

２．当社の重要な子会社のうち、東京都保全股有限公司、大連豪之英物業管理有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計

士または監査法人の監査を受けております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法等の法令に違反・抵触した場合及び公

序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任また

は不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規定に則り「会計監査人の

解任または不再任」を決議いたします。この場合においては、監査役会が選定した監査役は、解任後 初

の株主総会において、解任の旨及びその理由を報告いたします。

(注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行されたことに伴

い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の決定機関を、取締役会から監査役会に変更しており

ます。なお、上記には事業年度中における方針を記載しております。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社定款において会社法第427条第１項の規定により、会計監査人の当社に対する損害賠償責任を法令が

定める範囲で免除することができる旨の定めをしており、当社と会計監査人は、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制について、下記のとおり決議しております。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　コンプライアンス体制の基礎として、企業活動指針及びコンプライアンス規定を定め、規範体系を明

確にし、取締役、執行役員及び使用人の職務執行におけるコンプライアンス体制の確立を図ることとす

る。また、日常業務における具体的遵守事項を示したコンプライアンスマニュアルを制定することとす

る。

　　社長直轄のコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の整備・維持を図ることにより、

内部統制システムの維持・向上を推進することとする。関係担当部署は、必要に応じて、規則等の策定、

研修の実施を行うものとする。

　　内部監査部門として、執行部門から独立した業務監査室を置くこととし、内部監査規定に基づく監査

を実施することとする。コンプライアンス委員会は、業務監査結果も踏まえ、コンプライアンス体制の

整備に努めることとする。

　　法令違反行為の早期発見と是正を図るため、法令違反行為等に関する相談・通報を役職員が直接行う

手段として、人事総務部及び監査役会を窓口とする内部通報制度（ヘルプライン）を設けるとともに、

公益通報者保護に関する規定を定め、通報者の保護を徹底する。

　　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは一切の関係を遮断する。また反社会的

勢力対策規定を制定し、社内研修等を通じて社内に周知していくとともに、反社会的勢力から接触があ

った場合には、必要に応じ警察その他関係機関と連携して組織的な対応を行う。

　　財務報告の信頼性と適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムを構築し、その仕組み

が適正に機能することを継続的に評価し、不備がある場合は必要な是正を行う。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　取締役及び執行役員の職務の執行に係る情報の保存については、文書管理規定に基づき、その保存媒

体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて10年間は閲覧可

能な状態を維持することとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。

社長直轄の組織としてリスク管理委員会を設置し、全社的なリスクの事前回避、発生時の対応等リスク

管理全般の問題について、適宜顧問弁護士等外部の意見も参考に対応する体制とする。また、大規模災

害等緊急事態が発生した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、損害の拡大を防止し 小限に

止める体制とする。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月1回定

時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催して、法定事項や経営に関する重要事項を審議すると

ともに、相互に情報を交換し取締役間の連携を図るものとする。また、社長及び役付執行役員を中心に

構成される経営会議において、業務執行に関する重要事項について協議し、社長の業務執行を補佐する

こととする。

　　執行役員制度を導入し「経営の意思決定・監督機能」と「業務執行機能」を分離することにより、事

業環境の変化に迅速かつ効率的・効果的に対応できる経営体制を構築する。

　　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規定、業務分掌規定において、それぞれの責任者

及びその責任、執行手続の詳細について定めることとする。

⑤　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　グループ会社における業務の適正を確保するため、企業活動指針をグループ企業全てに適用すること

とし、これを基礎として、グループ各社で諸規定を定めることとする。経営管理については、関係会社

管理規定に従い、経営の管理・指導を行うこととし、業務監査室による監査を行うことにより、業務の

適正を確保することとする。

　　グループ各社において法令違反その他コンプライアンス上問題があると認められる場合、あるいは、

親会社の経営管理・経営指導にコンプライアンス上問題がある場合には、コンプライアンス委員会に報

告を行うとともに、監査役に報告を行うこととする。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　監査役から補助人を置くことを要請された場合は、速やかに監査役の補助の任にあたる使用人を定め、

その使用人が任にあたることとする。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　監査役補助者である使用人については、取締役からの独立性を確保するため、その任命、解任、人事

異動等については監査役会の同意を得たうえで取締役会が決定することとする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　取締役、執行役員及び使用人は、会社の業務や業績に影響を与える重要な事項または法令等に違反す

る事実等コンプライアンス上問題がある事項については、規定に基づき社内報告を行うとともに、各委

員会等報告先部署は、速やかに監査役会にその内容を報告することとする。また、取締役及び執行役員

は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、自ら直ちに監査役に報告するとともに、

規定に基づく社内報告を行うこととする。前記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役

及び執行役員等に対して報告を求めることができることとする。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　監査が実効的に行われることを確保するための体制として、内部監査部門である業務監査室の監査結

果について監査役に報告することとする。

(注)　上記には当事業年度中の体制を記載しておりますが、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法

律第90号）及び「会社法施行規則等の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が平成27年５

月１日施行されたことに伴い、平成27年４月22日開催の当社取締役会の決議により内容を一部改定して

おります。
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　　なお、改定内容は、当社グループの業務の適正を確保するための体制及び監査に関する体制について

当社グループの現状に即した見直し及び法令の改正に合わせて具体的かつ明確な表現への変更をしたも

のであり、改定後の体制は東京証券取引所及び当社ウェブサイトにおいて開示しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

23,777

13,037

8,714

66

831

77

513

566

△28

14,711

10,215

2,405

26

378

6,508

897

2,223

439

1,784

2,272

213

983

512

709

△146

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 14,718

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,561

短 期 借 入 金 1,034

１年内返済予定の長期借入金 815

未 払 法 人 税 等 1,055

賞 与 引 当 金 1,374

役 員 賞 与 引 当 金 5

そ の 他 5,872

固 定 負 債 2,096

長 期 借 入 金 1,002

退 職 給 付 に 係 る 負 債 463

繰 延 税 金 負 債 48

そ の 他 582

負 債 合 計 16,814

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 21,165

資 本 金 2,492

資 本 剰 余 金 2,293

利 益 剰 余 金 16,381

自 己 株 式 △1

その他の包括利益累計額 101

その他有価証券評価差額金 64

為 替 換 算 調 整 勘 定 77

退職給付に係る調整累計額 △40

少 数 株 主 持 分 406

純 資 産 合 計 21,674

資 産 合 計 38,488 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,488

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 84,691

売 上 原 価 63,519

売 上 総 利 益 21,171

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 16,189

営 業 利 益 4,982

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8

受 取 配 当 金 5

そ の 他 74 87

営 業 外 費 用

支 払 利 息 37

そ の 他 38 76

経 常 利 益 4,992

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 14

減 損 損 失 30 44

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,948

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,873

法 人 税 等 調 整 額 70

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,004

少 数 株 主 利 益 155

当 期 純 利 益 2,849

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成26年４月１日期首残高 2,492 2,293 14,073 △1 18,857

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

295 295

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

2,492 2,293 14,368 △1 19,152

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △836 △836

当 期 純 利 益 2,849 2,849

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,013 △0 2,012

平成27年３月31日期末残高 2,492 2,293 16,381 △1 21,165

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少 数 株 主
持 分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平成26年４月１日期首残高 38 17 △155 △99 306 19,064

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

295

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

38 17 △155 △99 306 19,359

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △836

当 期 純 利 益 2,849

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

25 60 115 201 100 301

連結会計年度中の変動額合計 25 60 115 201 100 2,314

平成27年３月31日期末残高 64 77 △40 101 406 21,674

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

(1) 連結子会社の数………………………………24社

(2) 主要な連結子会社の名称……………………カテリーナビルディング株式会社

日本コミュニティー株式会社

東京都保全股有限公司

すべての連結子会社を連結の範囲に含めております。

平成26年５月に株式会社サーフの株式を新たに取得し、当連結会計年度から連

結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

(1) 持分法適用の関連会社の数…………………１社

(2) 主要な会社等の名称…………………………ハウズイング合人社沖縄株式会社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項……………連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業

年度に係る計算書類を使用しております。但し、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

イ．時価のあるもの………………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ．時価のないもの………………………………移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．未成工事支出金………………………………個別法による原価法

ロ．貯蔵品…………………………………………主として 終仕入原価法

ハ．販売用不動産…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)……………主として定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）

②　無形固定資産(リース資産を除く)……………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

③　リース資産………………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………………………………売掛債権その他債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金…………………………………提出会社において、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見

込額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

①　当連結会計年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事………………

②　その他工事………………………………………

工事進行基準（工事の進捗率の見積りには原価比例法）

工事完成基準

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準……在外子会社の資産・負債及び収益・費用は、決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めております。
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(6) のれん償却方法及び償却期間……………………のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しておりま

す。

(7) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法………………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法……………数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（２～５年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(8) 消費税等の会計処理………………………………主として税抜方式によっております。

（会計方針の変更に関する注記）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職

給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）

を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとと

もに、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期

首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が458百万円減少し、利益剰余金が295百万円増加しております。なお、

当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現金及び預金 2百万円

建物 665百万円

土地 3,196百万円

計 3,864百万円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 348百万円

１年内返済予定の長期借入金 313百万円

長期借入金 546百万円

計 1,208百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 4,549百万円

３．受取手形裏書譲渡高 4百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 16,080,000株

２．剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　議 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成 2 6 年６月 2 7 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 418 26.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

平成 2 6 年 1 1 月５日
取 締 役 会

普通株式 418 26.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

次のとおり付議いたします。

決　議　予　定 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成 2 7 年６月 2 6 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 450 28.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画及び資金計画に照らして、必要な資金を調達することとしており、その調達方法は銀行借入による

間接金融、または株式発行等による直接金融による方針であります。また、資金運用については短期的な預金等に限定しており

ます。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨

建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に純投資目的として保有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、外貨建てのものについては、

為替の変動リスクに晒されております。

　借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、各事業部門における営業部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しており

ます。

　デリバティブ取引の執行・管理については、経営企画部長及び経営企画部財務担当者が取引の都度及び定期的に経営陣に報

告をしており、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い金融機関とのみ取

引を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき経営企画部が適時に資金繰り計画を作成・更新するなどにより、流動性リスクを管理しておりま

す。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

もあります。「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体が

デリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

－ 23 －



２．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金及び預金 13,037 13,037 －

（２）受取手形及び売掛金 8,714 8,714 －

（３）投資有価証券

　　　　その他有価証券 175 175 －

資産計 21,926 21,926 －

（１）支払手形及び買掛金 4,561 4,561 －

（２）短期借入金 1,034 1,034 －

（３）長期借入金（*１） 1,817 1,816 0

負債計 7,412 7,411 0

（*１）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（３）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

（１）支払手形及び買掛金、（２）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（３）長期借入金

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で当社の信用度と市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と近

似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の

借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値を時価としております。

(注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額38百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「（３）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都及びその他の地域において、賃貸用のオフィスビルや住宅等を保有しております。当連

結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は135百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）、減

損損失は12百万円（特別損失に計上）であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,779百万円 △93百万円 3,685百万円 2,775百万円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は自社使用から賃貸不動産への用途変更（17百万円）であり、主な減少額は

減価償却（62百万円）、不動産の売却（41百万円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額、その他の物

件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であり

ます。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,322円74銭

２．１株当たり当期純利益 177円20銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

未 成 工 事 支 出 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

顧 客 基 盤

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

会 員 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

18,831

9,649

7,054

973

59

351

536

111

13

102

△20

13,795

5,717

1,449

1

0

316

3,052

897

1,633

1,021

233

268

109

6,443

212

1,890

93

2,493

47

89

154

1,154

168

288

△148

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 12,296

買 掛 金 4,278

短 期 借 入 金 1,034

１年内返済予定の長期借入金 666

未 払 金 222

未 払 費 用 1,026

未 払 法 人 税 等 871

前 受 金 27

未 成 工 事 受 入 金 752

預 り 金 1,190

前 受 収 益 3

賞 与 引 当 金 1,150

役 員 賞 与 引 当 金 5

資 産 除 去 債 務 14

そ の 他 1,051

固 定 負 債 1,152

長 期 借 入 金 549

長 期 未 払 金 153

退 職 給 付 引 当 金 99

長 期 預 り 保 証 金 349

そ の 他 1

負 債 合 計 13,448

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 19,113

資 本 金 2,492

資 本 剰 余 金 2,293

資 本 準 備 金 2,293

利 益 剰 余 金 14,329

利 益 準 備 金 79

そ の 他 利 益 剰 余 金 14,249

別 途 積 立 金 5,800

繰 越 利 益 剰 余 金 8,449

自 己 株 式 △1

評 価 ・ 換 算 差 額 等 63

その他有価証券評価差額金 63

純 資 産 合 計 19,177

資 産 合 計 32,626 負 債 ・ 純 資 産 合 計 32,626

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 69,777

売 上 原 価 51,520

売 上 総 利 益 18,256

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,227

営 業 利 益 4,029

営 業 外 収 益

受 取 利 息 51

受 取 配 当 金 183

そ の 他 18 253

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18

そ の 他 25 44

経 常 利 益 4,238

特 別 損 失

減 損 損 失 30 30

税 引 前 当 期 純 利 益 4,208

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,593

法 人 税 等 調 整 額 31

当 期 純 利 益 2,583

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資 本

準 備 金
資本剰余金
合　　　計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成26年４月１日期首残高 2,492 2,293 2,293 79 5,800 6,407 12,286 △1 17,071

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

295 295 295

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

2,492 2,293 2,293 79 5,800 6,702 12,581 △1 17,366

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △836 △836 △836

当 期 純 利 益 2,583 2,583 2,583

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 事
業 年 度 中 の 変 動 額 (純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － － 1,747 1,747 △0 1,747

平成27年３月31日期末残高 2,492 2,293 2,293 79 5,800 8,449 14,329 △1 19,113

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成26年４月１日期首残高 38 38 17,109

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

295

会 計 方 針 の 変 更 を
反 映 し た 当 期 首 残 高

38 38 17,404

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △836

当 期 純 利 益 2,583

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の事
業年 度 中 の 変 動 額 (純 額 )

25 25 25

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 25 25 1,772

平成27年３月31日期末残高 63 63 19,177

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式………………………………移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの……………………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し､ 

売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの……………………………移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

・未成工事支出金………………………………個別法による原価法

・貯蔵品………………………………………… 終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)…………定率法（但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法）

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)…………定額法

①　ソフトウェア………………………………自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

②　顧客基盤……………………………………８年間の定額法により償却を行っております。

(3) リース資産……………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………………………売掛債権その他債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､ 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金……………………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業

年度の負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金………………………………役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま

す。
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(4) 退職給付引当金………………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法…………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法………数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（２～５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1）当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事……………工事進行基準（工事の進行率の見積りは原価比例法）

(2）その他の工事…………………………………工事完成基準

５．その他計算書類作成のための基本となる事項

(1）消費税等の会計処理…………………………税抜方式によっております。

(2）退職給付に係る会計処理……………………退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

るこれらの会計処理の方法と異なっております。

（会計方針の変更に関する注記）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給

付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引

率の決定方法を残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首にお

いて、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が458百万円減少し、利益剰余金が295百万円増加しております。なお、当事業年

度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物 93百万円

土地 587百万円

計 681百万円

(2) 担保に係る債務

短期借入金 348百万円

一年内返済予定長期借入金 199百万円

長期借入金 183百万円

計 731百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,122百万円

３．保証債務

以下の関係会社の金融機関からの借入金等に対し債務保証を行っております。

カテリーナビルディング株式会社 476百万円

４．関係会社に対する金銭債権・債務

関係会社に対する金銭債権・債務は区分掲記したもののほか次のものがあります。

(1) 短期金銭債権 112百万円

(2) 長期金銭債権

(3) 短期金銭債務

261百万円

293百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

(1) 売上高 84百万円

(2) 仕入高 2,871百万円

(3) 営業取引以外の取引高 49百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首
の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 1,668株 21株 －株 1,689株

（注）自己株式の増加21株は、単元未満株式の買取りであります。
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 375百万円

退職給付引当金 32百万円

役員退職慰労金 49百万円

会員権評価損 96百万円

関係会社株式評価損 17百万円

貸倒引当金 21百万円

減損損失 245百万円

その他 179百万円

繰延税金資産小計 1,018百万円

評価性引当額 △296百万円

繰延税金資産の合計 721百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △30百万円

繰延税金資産の純額 691百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２

号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま

れる一時差異については、32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は57百万円減少し、法人税等調整額が61百

万円増加しております。
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

１．所有権移転外のファイナンス・リース取引（借主側）

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 備 品 17百万円 17百万円 0百万円

合 計 17 17 0

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 0百万円

１ 年 超 －百万円

合計 0百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

　子会社及び関連会社等

種類 会 社 等 の 名 称
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
(百万円)

科 目
期 末 残 高
(百万円)

子会社 カテリーナビルディング㈱
直接

100
役 員 の 兼 任
資 金 の 援 助

資 金 の 貸 付 667 短 期 貸 付 金 60

利 息 の 受 取 37
関係会社長期
貸 付 金

1,941

銀行借入に対す
る 債 務 保 証

476

子会社 山京ビルマネジメント㈱
直接

100
役 員 の 兼 任
資 金 の 援 助

資 金 の 貸 付 166 短 期 貸 付 金 39

利 息 の 受 取 8
関係会社長期
貸 付 金

384

取引価格及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他取引条件は市場実勢を勘案し、交渉の上決定しております。なお、資金の貸付につきましては、担保は

受入れておりません。

２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,192円77銭

２．１株当たり当期純利益 160円68銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月12日

日 本 ハ ウ ズ イ ン グ 株 式 会 社

取　締　役　会　 御　中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 関 谷 靖 夫 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 下 　 毅 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 高 史 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本ハウズイング株式会社の平成26年４月１日から
平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本ハウズイング株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月12日

日 本 ハ ウ ズ イ ン グ 株 式 会 社
取　締　役　会　 御　中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 関 谷 靖 夫 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 下 　 毅 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 川 高 史 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ハウズイング株式会社の平成26年４月１
日から平成27年３月31日までの第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその

附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた

します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取

締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ

れている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。なお、財務報告に係る内部統制

については、本監査報告書の作成時点において重要な欠陥はない旨の報告を取締役等及び新日本有限責任

監査法人から受けております。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書

について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に

掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月12日

日本ハウズイング株式会社 監査役会

常勤監査役(社外監査役) 谷 口 眞 一 

常 勤 監 査 役 越後屋　壽　重 

社 外 監 査 役 古 田 　 十 

社 外 監 査 役 池 田 明 彦 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

第51期の期末配当につきましては、当初は当社普通株式１株につき26円を予定しておりましたが、当期の

業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、当社普通株式１株につき普通配当を２円増配し、28円とさ

せていただきたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金28円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は450,192,708円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　　該当事項はありません。
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第２号議案　取締役８名選任の件
取締役全員８名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外取締役を含め８名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
の株式数

１
お

小
さ

佐
の

野
 

　
 

 
 

　
うてな

台
(昭和40年６月15日生)

平成２年４月　当社入社

平成９年10月　当社営業３部長

平成11年１月　当社建設工事事業本部長

平成11年６月　当社取締役

平成12年６月　当社常務取締役

平成15年11月　当社取締役副社長

平成17年６月　当社代表取締役社長（現任）

472,600株

２
たに

谷
ぶち

渕
たつ

達
お

雄
(昭和28年７月２日生)

昭和51年４月　東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）入行

平成15年５月　同行横浜支店長

平成17年７月　当社理事

平成18年６月　当社取締役開発企画部長

平成19年６月　当社常務取締役企画部長

平成19年６月　東京都保全股份有限公司董事（現任）

平成21年４月　カテリーナビルディング株式会社代表取締役社長

平成21年６月　当社取締役常務執行役員企画部長

平成23年４月　当社取締役常務執行役員

平成24年７月　大連豪之英物業管理有限公司董事（現任）

平成25年６月　当社取締役専務執行役員

平成25年12月　山京ビルマネジメント株式会社代表取締役会長（現任）

平成25年12月　山京商事株式会社代表取締役会長（現任）

平成26年６月　当社取締役専務執行役員管理事業本部長（現任）

12,300株

３
よこ

横
かわ

川
たけ

武
のり

範
(昭和27年３月９日生)

昭和49年４月　東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）入行

平成16年12月　同行本店営業本部本店営業部長兼東京サービス支店長

平成17年７月　当社理事

平成18年６月　当社取締役経営企画室長

平成18年６月　東京都保全股份有限公司董事（現任）

平成19年６月　当社取締役人事総務部長

平成21年６月　当社取締役常務執行役員人事総務部長

平成23年４月　当社取締役常務執行役員

平成25年６月　当社取締役専務執行役員（現任）

平成26年６月　カテリーナビルディング株式会社代表取締役社長（現任）

12,300株

－ 40 －



候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
の株式数

４
よし

吉
だ

田
ひろ

裕
ゆき

幸
(昭和34年３月31日生)

昭和52年４月　共栄工務所株式会社入社

平成６年４月　当社入社

平成10年６月　当社札幌支店長

平成17年６月　当社取締役札幌支店長

平成18年６月　当社取締役マンション管理企画部長

平成19年６月　当社取締役マンション管理事業部長

平成20年３月　当社取締役マンション管理本社事業部長

平成21年６月　当社執行役員マンション管理事業本部副本部長

平成23年４月　当社執行役員企画部長

平成23年４月　東京都保全股份有限公司董事長（現任）

平成23年６月　カテリーナビルディング株式会社取締役（現任）

平成24年７月　株式会社合人社計画研究所取締役（現任）

平成25年４月　当社執行役員経営企画部長

平成25年６月　当社常務執行役員経営企画部長

平成26年６月　当社取締役常務執行役員経営企画部長（現任）

18,200株

５
お

小
さ

佐
の

野
 

　
 

 
 

　
はずむ

弾
(昭和41年11月２日生)

平成元年４月　株式会社大京入社

平成６年４月　当社入社

平成11年６月　当社開発営業部第一部長

平成15年６月　当社取締役開発営業部第一部長

平成15年11月　当社取締役開発営業部長

平成19年６月　当社取締役開発建設事業部長

平成21年６月　当社執行役員開発建設事業部長

平成21年７月　当社執行役員千葉支店長

平成23年４月　当社執行役員第二事業部長兼千葉支店長

平成25年４月　当社執行役員本社事業部長

平成25年６月　当社常務執行役員本社事業部長

平成26年６月　当社取締役常務執行役員本社事業部長（現任）

213,200株

－ 41 －



候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
の株式数

６
かど

門
た

田
 

　
やすし

康
（昭和41年11月26日生）

平成２年４月　株式会社太陽神戸三井銀行（現株式会社三井住友銀行）入行

平成12年10月　株式会社日本リロケーション（現株式会社リロ・ホールディング）

　　　　　　　入社

平成17年４月　株式会社リロ・ホールディング執行役員 高財務責任者

平成18年６月　同社取締役

平成21年６月　同社専務取締役（現任）

平成22年６月　当社取締役（現任）

平成27年４月　株式会社リロ・フィナンシャル・ソリューションズ代表取締役社長

　　　　　　　（現任）

0株

７
ひがし

東
 

　
ひろ

裕
たか

高
（昭和35年９月28日生）

平成14年１月　株式会社合人社計画研究所入社

平成16年12月　同社名古屋支店長

平成17年４月　トーメン西建物管理株式会社取締役

平成20年10月　株式会社合人社計画研究所取締役名古屋支店長

平成21年10月　同社取締役大阪本店長

平成22年６月　合人社シティサービス株式会社取締役（現任）

平成22年６月　合人社ＦＧＬ株式会社取締役（現任）

平成23年９月　株式会社合人社計画研究所常務取締役大阪本店長

平成24年６月　当社取締役（現任）

平成24年10月　株式会社合人社計画研究所常務取締役営業本部長（現任）

平成25年１月　株式会社合人社グループ取締役（現任）

平成25年２月　合人社エンジニアリング株式会社代表取締役社長（現任）

平成25年４月　株式会社ダイイチ合人社建物管理代表取締役社長（現任）

平成25年10月　パナホーム・合人社コミュニティ株式会社代表取締役（現任）

0株

８
いわ

岩
お

尾
えい

英
じ

志
（昭和40年２月19日生）

昭和63年４月　株式会社富士銀行（現株式会社みずほ銀行）入行

平成13年10月　株式会社リロケーション・ジャパン取締役

平成16年11月　株式会社リロエステート代表取締役社長

平成17年４月　株式会社リロケーション・ジャパン代表取締役社長

平成21年４月　株式会社リロ・ホールディング取締役（現任）

平成25年10月　株式会社ナカミチ取締役（現任）

平成25年10月　株式会社リレーション取締役（現任）

平成26年６月　当社取締役（現任）

平成26年６月　有限会社ワイティ取締役（現任）

平成27年４月　株式会社リロパートナーズ取締役（現任）

0株

－ 42 －



（注）１．取締役候補者吉田裕幸氏は、株式会社合人社計画研究所の社外取締役であります。同社は株式会社合人社グループの100%子
会社であります。また、同社はマンション管理事業において当社と競業関係にあります。

　　　２．取締役候補者門田康氏は、株式会社リロ・ホールディングの専務取締役で、同社は当社の筆頭株主であります。また、当社
と同社は業務提携契約を締結しております。

　　　３．取締役候補者東裕高氏は、株式会社合人社グループの取締役で、同社は当社の主要株主であります。また、当社と同社は業
務提携契約を締結しております。

　　　４．取締役候補者岩尾英志氏は、株式会社リロ・ホールディングの取締役で、同社は当社の筆頭株主であります。また、当社と
同社は業務提携契約を締結しております。

　　　５．その他の各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　６．門田康、東裕高、岩尾英志の３氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は本議案が承認可決され、３氏が社外取締

役に就任した場合、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員として届け出る予定であり
ます。

　　　７．社外取締役候補者に関する特記事項
　　　（１）門田康、東裕高、岩尾英志の３氏を社外取締役候補者とした理由は、事業経営に関する専門的な知識・経験等を、当社に

おける既存事業の事業性の評価や事業の改善に活かしていただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。
　　　（２）門田康氏の当社での社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。また、東裕高氏の当社で

の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。また、岩尾英志氏の当社での社外取締役とし
ての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

－ 43 －



第３号議案　監査役４名選任の件
　監査役全員４名は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役４名の選任をお願いいたしたい

と存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
の株式数

※
１

いり

入
え

江
やす

恭
お

生
(昭和30年12月23日生)

昭和58年６月　当社入社

平成10年６月　当社立川支店長

平成11年７月　当社人事部長

平成17年６月　当社取締役人事部長

平成19年６月　当社取締役マンション管理事業部副部長

平成20年３月　当社取締役業務監査室長

平成21年６月　当社執行役員業務監査室長

平成23年４月　当社執行役員札幌支店長

平成25年７月　ハウズイング合人社北海道株式会社代表取締役社長（現任）

平成27年４月　当社執行役員経営企画部副部長（現任）

17,100株

※
２

た

田
なか

中
かず

和
お

雄
(昭和32年１月23日生)

昭和54年４月　東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）入行

平成14年１月　同行統合推進部長

平成16年５月　同行総合企画部長

平成17年５月　同行大阪支店営業第１部長

平成21年10月　アールワイ保険サービス株式会社常勤監査役

平成26年４月　エム・ユー・トラスト総合管理株式会社常勤監査役（現任）

平成26年４月　三菱ＵＦＪトラストビジネス株式会社監査役（現任）

0株

３
ふる

古
 

　
た

田
 

　
 

　
 

　
じゅう

十
(昭和44年２月13日生)

平成３年10月　中央新光監査法人入所

平成11年７月　中央新光監査法人退所

平成11年８月　株式会社エイ・ジー・エスコンサルティング入社

平成12年６月　当社監査役（現任）

平成13年１月　古田公認会計士事務所開設

平成14年３月　株式会社エイチアイ監査役

平成20年12月　ＡＧＳ税理士法人代表社員（現任）

1,000株

－ 44 －



候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
の株式数

※
４

の

野
だ

田
 

　
つよし

剛
(昭和31年３月27日生)

昭和54年４月　東洋信託銀行株式会社（現三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）入行

平成16年４月　同行広島支店長

平成17年10月　同行広島中央支店長

平成18年４月　同行神戸支店長

平成18年６月　同行執行役員神戸支店長兼神戸中央支店長

平成20年６月　同行執行役員名古屋法人営業部長

平成22年６月　三菱ＵＦＪトラスト保証株式会社代表取締役副社長（現任）

0株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。
　　　２．各監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　３．監査役候補者田中和雄、古田十、野田剛の３氏は社外監査役の候補者であります。
　　　４．社外監査役候補者に関する特記事項
　　　（１）田中和雄氏を社外監査役候補者とした理由は、長きにわたり金融機関に在籍し、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有していることから、選任をお願いするものであります。なお、同氏は過去に社外監査役候補者となること以外の方法で直
接会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適正に遂行していただけるもの
と判断しております。

　　　（２）古田十氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有していることか
ら、当社の監査体制強化に反映していただくため、選任をお願いするものであります。なお、同氏は社外監査役となること
以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適正に遂行し
ていただけるものと判断しております。

　　　　　また、同氏が監査役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって15年であります。
　　　（３）野田剛氏を社外監査役候補者とした理由は、三菱ＵＦＪトラスト保証株式会社の代表取締役副社長であり、企業経営者と

しての豊富な経験、幅広い知見を有しており、経営全般の監視と有効な助言を期待し、社外監査役として選任をお願いする
ものであります。

（４）当社は、古田十氏を株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２の定めに基づく独立役員として届け出てお
ります。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

以　上

－ 45 －
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株主総会会場のご案内図

東京都新宿区新宿一丁目35番10号

カテリーナ新宿御苑（第三清水ビル）　３階　当社会議室

●　東京メトロ　丸ノ内線　新宿御苑前駅から徒歩６分　●

カ

テ

リ

ー

ナ

新
宿
御
苑

（
第
三
清
水
ビ
ル
）

旧厚生年金会館

至　新宿 至　四谷靖国通り

ＮＴＴ

サン

カテリーナ

ファミリーマート

郵便局 ３番改札口

大木戸門
改札口

至　四谷至　新宿

改札口

（東京メトロ　丸ノ内線）新宿御苑前駅

花園西

公園


